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第３章 ＮＰＯ法人の管理・運営について 

 

 

１ 毎事業年度終了後の報告 

 

(１) 所轄庁への提出 

 

ＮＰＯ法人は、毎事業年度初めの３か月以内に、前事業年度の事業報告書等を所轄庁に提

出しなければなりません（法 29、条例５）。 

なお、所轄庁は、事業報告書等についてＮＰＯ法人から３年以上にわたって提出が行われ

ないときは、ＮＰＯ法人の設立の認証を取り消すことができます（法 43①）。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 事業報告書等提出書＜宮崎県規則様式第５号の３＞ １部 ６７ 

２ 前事業年度の事業報告書 ２部 ６８ 

３ 活動計算書 ２部 ７０ 

４ 貸借対照表 ２部 ７８ 

５ 財産目録 ２部 ８４ 

６ 

年間役員名簿 

（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び

住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報

酬の有無を記載した名簿） 

２部 ９２ 

７ 

前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿 

（氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所又は

居所を記載した書面） 

２部 ９３ 

※ 県に提出する場合の部数を記載しています。権限移譲市町に提出する場合、部数が異

なることがありますので確認してください。 

 

(２) 貸借対照表の公告 

 

ＮＰＯ法人は、前事業年度の貸借対照表の作成後遅滞なく、次に掲げる方法のうち定款で

定める方法により、これを公告しなければなりません（法 28の２）。 

① 官報に掲載する方法 

② 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

③ 電子公告（電磁的方法により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受

けることができる状態に置く措置であって内閣府令で定めるものをとる公告の方法をい

う。以下この条において同じ。法人のホームページ、ＮＰＯ法人ポータルサイト等） 
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④ 法人の主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法 

※官報掲載、日刊新聞紙掲載の場合は、１度掲載することで公告となりますが、電子公

告の場合は５年間、主たる事務所の掲示場の場合は１年間、継続して公告する必要が

あります。 

 

２ 役員変更等の届出 

 

ＮＰＯ法人は、役員について、新任、再任、任期満了、死亡、辞任、解任、住所又は居所

の異動、改姓又は改名があった場合には、遅滞なく、その旨を所轄庁に届け出なければなり

ません（法 23①）。役員の任期は、ＮＰＯ法で２年以内において定款で定める期間とされて

いるため、少なくとも２年に１回は役員変更等の届出が必要となります。 

なお、代表権を有する者の氏名、住所及び資格に関する事項に変更が生じたときには、２

週間以内に主たる事務所の所在地での登記が必要となります（組登令３①）。 

※ 代表権を有する者が任期満了とともに再任した場合でも登記が必要となります。役員の 

   任期の関係上、少なくとも２年に１回は再任を含む役員変更を行うことから、登記も同様 

   に少なくとも２年に１回行う必要があります。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 役員の変更等届出書＜宮崎県規則様式第３号＞ １部 ９４ 

２ 変更後の役員名簿（各役員の氏名及び住所、報酬の有無を記載） ２部 ９５ 

３ 新任の役員の就任承諾書及び誓約書の写し １部 ９６ 

４ 
新任の役員の住所又は居所を証する書面（住民票等） 

※６か月以内のもの 
１部 － 

※ 権限移譲市町に提出する場合、部数が異なることがありますので確認してください。 

※ 県では、住民基本台帳ネットワークで本人確認ができる場合に限り、住民票の提出が

不要となります。届出書には、住民票の表記のとおり氏名及び住所を記載してください。 

 

３ 定款の変更 

 

ＮＰＯ法人が定款を変更する際には、定款で定めるところにより、社員総会の議決を経な

ければなりません（法 25①）。社員総会の議決は、社員総数の２分の１以上が出席し、その

出席者の４分の３以上の多数をもってしなければなりません（定款に特別の定めがある場合

には、この限りではありません。）（法 25②）。 

なお、社員総会の議決にあたり、当該提案につき社員の全員が書面又は電磁的記録により

同意の意思表示をしたときには当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものとみな

されます（法 14 の９①）。 

 

(１) 所轄庁の認証が必要な場合 

 

ＮＰＯ法人は、次の①～⑩に掲げる事項に関する定款の変更を行う際には、所轄庁に

申請書を提出して認証を受けなければなりません（法 25③④）。 

① 目的 

② 名称 
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③ その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類 

④ 主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る。） 

※変更後の所在地が県内の場合は、認証ではなく届出となります。（Ｐ６３参照） 

⑤ 社員の資格の得喪に関する事項 

⑥ 役員に関する事項（役員の定数に係るものを除く。） 

⑦ 会議に関する事項 

⑧ その他の事業を行う場合における、その種類その他当該その他の事業に関する事項 

⑨ 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。） 

⑩ 定款の変更に関する事項 

 

定款の変更にあたり所轄庁に対して提出された書類の一部は、受理された日から２週

間、公衆の縦覧に供されるとともに遅滞なくインターネットの利用等により公表される

ことになります。所轄庁は、申請書の縦覧期間の２週間経過後２か月以内に認証又は不

認証の決定を行います（法 25⑤）。 
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※ 認証後、ＮＰＯ法人は、目的等、登記事項に変更があった場合には、２週間以内に

主たる事務所の所在地での登記が必要となります（組登令３①）。 

※ 登記後、遅滞なく、定款変更登記完了提出書を所轄庁に提出しなければなりません。

※ 登記事項が含まれていない場合（会議に関する事項等）は、登記は不要です。登記 

 事項（６項目）については、手引きＰ14を参照してください。 

 

ア 定款変更認証の申請 

 

定款変更の認証を受ける場合は、次の書類を所轄庁に提出します。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 定款変更認証申請書＜宮崎県規則様式第４号＞ １部 ９７ 

２ 定款の変更を議決した社員総会の議事録の写し １部 ９８ 

３ 変更後の定款 ２部 １９ 

 

※事業の変更を伴う定款の変更である場合に提出する書類 提出部数 参照ページ 

４ 
定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の事業計画書 

（事業の変更を伴う場合のみ提出） 
２部 ４９ 
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５ 
定款の変更の日の属する事業年度及び翌事業年度の活動予算書 

（事業の変更を伴う場合のみ提出） 
２部 ５１ 

 

※所轄庁の変更を伴う定款の変更である場合に提出する書類 提出部数 参照ページ 

６ 役員名簿（各役員の氏名及び住所、報酬の有無を記載） ２部 ４２ 

７ 宗教活動や政治活動を主たる目的としないこと等の確認書 １部 ４５ 

８ 前事業年度の事業報告書 ２部 ６８ 

９ 活動計算書 ２部 ７０ 

10 貸借対照表 ２部 ７８ 

11 財産目録 ２部 ８４ 

12 年間役員名簿 

（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び

住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報

酬の有無を記載した名簿） 

２部 ９２ 

13 前事業年度の末日における社員のうち 10 人以上の者の名簿 

（氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所又は

居所を記載した書面） 

２部 ９３ 

※ 設立後、８～13 の書類が作成されるまでの間は、それらの書類に

代えて、設立時の事業計画書、活動予算書及び財産目録 

２部 49、51、 

57 

※ 県に提出する場合の部数を記載しています。権限移譲市町に提出する場合、部数が異
なることがありますので確認してください。 

 

 

イ 定款変更認証申請書類に係る補正の申立て 

 

上記アにより提出した申請書又は添付書類に「軽微な不備」があるときは、申請書が

受理された日から１週間に満たない場合において、次の書類を所轄庁に提出して補正す

ることができます（法 25⑤において準用する法 10④）。 

※ 「軽微な不備」とは、内容の同一性に影響を与えない範囲のものであり、かつ、客

観的に明白な誤記、誤字又は脱字に係るものとします（条例３）。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 補正書＜宮崎県規則様式第１号の２＞ １部 ９９ 

２ 補正後の申請書又は添付書類 アに同じ － 
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(２) 所轄庁への届出のみ必要な場合（認証を受ける必要がない場合） 

 

ＮＰＯ法人が次の①～⑧に掲げる事項のみに係る定款の変更を行う際には、所轄庁の

認証は不要ですが、届出を行わなければなりません（法 25③④）。 

① 事務所の所在地（所轄庁の変更を伴わない場合に限る。） 

② 役員の定数 

③ 資産に関する事項 

④ 会計に関する事項 

⑤ 事業年度 

⑥ 解散に関する事項（残余財産の処分に関する事項を除く。） 

⑦ 公告の方法 

⑧ 法第 11条第１項各号にない事項（合併に関する事項、職員に関する事項、賛助会員、

顧問等に関する事項等） 

 

※ NPO 法上の所轄庁は県であり、例えば、延岡市から宮崎市に事務所を移転する場合

等、変更後の所在地が県内の場合は、所轄庁の変更を伴うものに該当しないため、認

証ではなく届出となります。 

※ 事務所の所在地の変更があった場合には、２週間以内に主たる事務所の所在地での

登記が必要となります（組登令３①）。 

※ 登記事項（６項目）については、手引きＰ14を参照してください。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 定款変更届出書＜宮崎県規則様式第５号＞ １部 １００ 

２ 定款の変更を議決した社員総会の議事録の写し １部 ９８ 

３ 変更後の定款 ２部 １９ 

※ 県に提出する場合の部数を記載しています。権限移譲市町に提出する場合、部数が異

なることがありますので確認してください。 

 

(３) 定款変更登記を行った場合の届出 

 

定款変更の登記完了後、遅滞なく、次の書類を所轄庁に提出しなければなりません（法

25⑦）。 

提 出 書 類 提出部数 参照ページ 

１ 定款変更登記完了提出書＜宮崎県規則様式第５号の２＞ １部 １０１ 

２ 登記事項証明書（原本＋写し） 
２部 

（県への提出は不要） 
－ 

 

※ 権限移譲市町に提出する場合、部数が異なることがありますので確認してください。 

※ 県では、令和８年９月より、地方公共団体における法人ベース・レジストリの運用登

録を受けましたので、定款変更登記完了提出書の届出時に、登記事項証明書の添付が省

略できるようになりました。 
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４ ＮＰＯ法人の情報公開 

 

ＮＰＯ法人は、毎事業年度初めの３月以内に、事業報告書等を作成し、翌々事業年度の末

日までの間、そのＮＰＯ法人のすべての事務所に備え置かなければなりません（法 28①）。 

また、最新の役員名簿及び定款等（定款並びにその認証及び登記に関する書類の写し）を

そのＮＰＯ法人のすべての事務所に備え置かなければなりません（法 28①）。 

これらの書類は、正当な理由がある場合を除いて、その社員及び利害関係人に閲覧させな

ければなりません（法 28③）。 

備え置かなければならない書類 備 考 

事業報告書等 

事業報告書 

作成日から起

算して５年が

経過した日を

含む事業年度

の末日まで 

活動計算書 

借対照表 

財産目録 

年間役員名簿 

（前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名

及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度に

おける報酬の有無を記載した名簿） 

社員のうち 10人以上の者の名簿 

（氏名（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）及び住所

又は居所を記載した書面） 

役員名簿 

最新のもの 

のみ 
定款等 

定款 

認証書の写し 

登記事項証明書の写し 
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《利益相反行為について》 

代表権を有する理事（※１）が、自己が代表権を有するＮＰＯ法人と取引を行う場合は、

利益が相反する行為（利益相反行為）となる場合があります（※２）。利益相反行為に該当

する場合、理事長は代表権を有しないため、特別代理人の選任が必要となります（法 17の４）。 

選任の流れは次のとおりです。詳しくは、所轄庁に御相談ください。 

①法人が社員総会を開催し、特別代理人を選出する。 

②特別代理人の選任を所轄庁に請求する。 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提 出 書 類 
提出部
数 

参照ページ 

１ 特別代理人選任請求書 １部 １０２ 

２ 社員総会の議事録の写し １部 ９８ 

３ 特別代理人就任承諾書及び誓約書の写し １部 １０３ 

４ 
特別代理人の住所又は居所を証する書面（住民票等） 

※６か月以内のもの 
１部 － 

５ 

法人との利益が相反する事項が確認できる書類 

例：利益相反行為に関する契約書案、不動産登記事項全部証

明書等 

 － 

 

③所轄庁が特別代理人の選任を法人に通知した後、特別代理人が取引を行う。 

 

※１ 代表権を有する者と特別代理人の選任について 

法人の定款で代表権を理事長に制限している場合があり、この場合は、代表権を有する者

は理事長に限られます（P25定款例第 16 条参照）。 

特別代理人の選任が必要かどうかは、定款や契約等相手方の判断などによって異なります

ので、詳しくは所轄庁に御相談ください。 

 

※２ 利益相反行為に当たる具体例 

・代表権を有する理事が所有する土地、建物の賃貸借契約、抵当権の設定 

・代表権を有する理事が代表を務める株式会社との委託契約 
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